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－1－ 

原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合における指摘事項に対する回答 

 

No. 指摘事項 

0827-03 蒸気発生器水位があるのに１次冷却材温度が上昇するなど計器の指示が信頼で

きない場合にどのように判断するかをあらかじめ決めておくこと。 

 

１．回答 

（１）１次冷却系フィードアンドブリード運転への移行 

２次系からの除熱機能喪失における対応手順は、緊急処置編（第２部）安全機能ベ

ース｢ＳＧ除熱機能の維持｣に整備している。 

｢ＳＧ除熱機能の維持｣では、全ての健全蒸気発生器広域水位が１０％未満となれば、

１次冷却系フィードアンドブリード運転を開始する手順となっている。 

なお、運転員は２次系からの除熱機能喪失と判断した段階から蒸気発生器広域水位

を連続監視していることから、１０％未満を確認した後速やかに１次冷却系フィード

アンドブリード運転を開始可能である。 

（２）蒸気発生器広域水位計が信頼できない場合の対応について 

 蒸気発生器広域水位計が１０％未満を指示しないにもかかわらず、１次冷却材温度

および１次冷却材圧力が上昇した場合には、蒸気発生器がドライアウト状態であると

判断し、速やかに１次冷却系フィードアンドブリード運転を開始する手順となってい

る。 

なお、運転要領には、蒸気発生器広域水位の代替パラメータが１次冷却材高温側温

度、１次冷却材低温側温度および１次冷却材圧力であることを記載している。 

（３）パラメータ監視に係る基本事項 

運転要領には、運転員が実施するパラメータ監視に係る基本事項を以下のとおり定

めている。 

① １つのパラメータについて複数のチャンネルを有する場合は、１チャンネルのみ

の計器に頼らず、必ず複数チャンネルを比較しながら監視する。 

② １つのパラメータのみに注目せず、関連するパラメータ、特に代替パラメータを

監視する等、多角的な監視を行い、監視するパラメータが計測困難な場合において

も、そのパラメータの推定を可能とする。 

 

２．関連する補足説明資料 

（１）２．運転要領＜例＞ 

２次系からの除熱機能喪失（主給水流量喪失＋補助給水機能喪失）P.2-3、2-4 
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原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合における指摘事項に対する回答 

 

No. 指摘事項 

0905-01 破断口径が２，４，６インチのいずれであっても、共通の運転手順が使用でき

ることについて手順の審査で確認する。 

 

１．回答 

｢中小ＬＯＣＡ＋高圧注入機能喪失｣の場合、２次系による１次系の冷却、減圧を早期

に行い、蓄圧注入および低圧注入を作動させ、炉心損傷を防止する。 

具体的な対応手順は、以下のとおり。 

① ＬＯＣＡが発生し、原子炉トリップおよびＥＣＣＳが作動 

② ｢緊急処置編（第１部）事故直後の操作および事象の判別｣により、｢Ｃ／Ｖ内でのＲ

ＣＳ漏えい｣を特定 

③ 炉心出口温度３５０℃以上または高圧注入機能喪失を確認・判断した後、主蒸気逃

がし弁を全開として、２次系による１次系急速冷却、減圧を開始 

④ その後、｢緊急処置編（第１部）１次冷却材喪失｣に移行し、蓄圧注入および低圧注

入の作動を確認 

⑤ 燃料取替用水ピット水位１６．５％および格納容器再循環サンプ水位７０％以上を

確認した後、｢緊急処置編（第１部）低温配管再循環｣にて再循環切替を行い、再循

環運転によって長期にわたり炉心を冷却 

となる。 

したがって、その破断口径に関係なく、｢Ｃ／Ｖ内でのＲＣＳ漏えい｣であり、かつ｢炉

心出口温度３５０℃以上または高圧注入機能喪失｣であれば、２次系による１次系急速冷

却を実施し、蓄圧注入および低圧注入を作動させる手順となっている。 

 

なお、安全機能パラメータである炉心出口温度が３５０℃以上となった場合、緊急処

置編（第２部）安全機能ベース「炉心冷却の維持」に移行し、２次系による１次系急速

冷却を実施する手順はすでに整備していたが、｢中小ＬＯＣＡ＋高圧注入機能喪失｣では、

早期に炉心出口温度が３５０℃以上となることから、事故直後の操作として、炉心出口

温度３５０℃到達前に２次系による１次系急速冷却が実施可能となるよう、緊急処置編

（第１部）｢事故直後の操作および事象の判別｣に手順を整備している。 

 

２．関連する補足説明資料 

（１）１．運転要領＜例＞ 

ＥＣＣＳ注水機能喪失（中小ＬＯＣＡ＋高圧注入機能喪失）P.1-1～1-3、1-5 

 



－3－ 

原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合における指摘事項に対する回答 

 

No. 指摘事項 

0926-08 「運転要領」と「重大事故等発生時および大規模損壊発生時対応要領」の連係

について、保安規定の審査等で別途確認する。 

 

１．回答 

（１）夜間・休日における当直と発電所対策本部との連係について 

   ① 原子力防災(準備)体制発令～体制確立(要員参集まで) 

重大事故等発生時において、原子力防災(準備)体制発令後、発電所対策本部が立

ち上がるが、要員が参集し本部体制が確立するまでの期間については、発電課長(当

直)が指揮する運転員を主体とした初動対応体制の下、対応操作を実施する。 

運転員が使用する手順書である｢運転要領｣には、災害対策要員が使用する手順書

名(｢重大事故等発生時および大規模損壊発生時対応要領｣の下部規程にて定める手

順書)が明記されており、発電課長(当直)は、災害対策要員へ使用すべき手順書の指

定、および具体的な操作あるいは作業の指示を行う。 

副原子力防災管理者は、原子力防災管理者が発電所に到着するまでの期間、対策

本部の指揮者として、プラントの状況を把握するため及び要員の参集状況、設備の

準備状況等について当直との情報共有のため、発電課長(当直)と連絡を密にすると

ともに参集した災害対策要員に指示し、適宜初動対応体制を強化する。また、通信

連絡手段により原子炉主任技術者からの助言等を得ることが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電所対策本部 

事務局 

【災害対策要員】(当番者) 

・技術系当番者 

 (副原子力防災管理者) １名 

・事務系,調整当番者 ２名 

運転班 

機械工作班 

電気工作班 

連絡･報告 

要員が参集し、発

電所対策本部体制

が確立する。 

原子力防災(準備)体制発令～体制確立(要員参集まで) 

【災害対策要員】 

・社員(運転支援等) ３名 

・協力会社(運転支援等) ４名 

・協力会社(瓦礫撤去等) ２名 

・協力会社(消防) ８名 

当 直 

【３号機運転員】 

・発電課長(当直) １名 

副長  １名 

運転員 ４名 

指示 

連絡･報告 

指示 

運転要領 

重大事故等 

対応要領 

使用する手順書、具体的

な操作あるいは作業の

指示が可能 

使用する手順書 

原子炉主任技術者 
助言等 
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  ② 原子力防災(準備)体制確立後 

各班の要員が参集し発電所対策本部の体制が確立すれば、初動対応を実施してい

た当直員及び災害対策要員は、発電所対策本部長の指揮下となり、原子炉主任技術

者からの助言、技術支援組織(技術班)からの技術的助言(事故状況の把握評価、事象

進展の予測等)等を得ながら、事故対応操作の実施が可能となる。ただし、運転要領

に予め規定されている操作については、発電課長(当直)の指示により当直が主体と

なって対応操作を継続することとしており、原子力防災(準備)体制確立後において

も当直と発電所対策本部が連係した対応操作が実施可能である。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域対応班（班長：総務課課長） 

技術班（班長：技術課長） 

総務班（班長：総務課長） 

施設防護班（班長：施設防護課長） 

労務班（班長：労務安全課長） 

広報班（班長：広報課長） 

放管班（班長：安全管理課長） 

指示 

【発電所対策本部】 

・本部長(原子力防災管理者） 

 

・副本部長（３号機責任者*(次長)を含む） 

 

・委員(原子炉主任技術者を含む) 

連絡･報告 

指示

(支援) 

運転要領に予め規定さ

れた操作については、発

電課長(当直)の指示に

より、当直が主体的とな

って実施する。 

 原子力防災(準備)体制確立後（長期対応） 

 

発電所対策本部 

指示 

連絡･報告 

【３号機運転員】 

・発電課長（当直）１名 

・副長１名 

・運転員４名 

連絡･

報告 

【災害対策要員】 

・協力会社（消防）８名 

指示 

【災害対策要員】 

・社員（運転支援等）３名 

・協力会社（運転支援等）４名 

・協力会社（瓦礫撤去等）２名 

連絡･報告 

運転班（班長：発電室課長(運営統括）） 

事務局（班長：運営課長） 

電気工作班（班長：電気保修課長） 

機械工作班（班長：機械保修課長） 

土木建築工作班（班長：土木建築課長） 

意見具申・助言等 

* 複数号機における

原子力災害同時発生

時の３号機責任者 
指揮統括 

当 直 
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（２）平日・日中における当直と発電所対策本部との連係について 

   重大事故等が発生した場合には、夜間・休日同様、災害対策要員が中央制御室に参

集又は現場に直行する。また、発電課長(当直)は事故発生の連絡を発電室長に連絡す

る。 

   発電室長より事故発生の連絡を受けた原子力防災管理者（所長）が、原子力防災準

備体制又は原子力防災体制を発令し、要員の召集、通報連絡(原災法第 10条、第 15条

又は警戒事態発生の通報連絡）等を行い、発電所対策本部を立ち上げる。 

   その後は、夜間･休日の場合同様、運転員及び災害対策要員は発電所対策本部長の指

揮下で事故対応操作を実施する。ただし、運転要領に予め規定されている操作につい

ては、発電課長(当直)の指示により当直が主体となって対応操作を実施することとし

ている。 

 

２．関連する補足説明資料 

（１）３．運転要領＜例＞全交流動力電源喪失＋ＲＣＰシールＬＯＣＡ P.3-3 

（２）９．原子力防災体制について P.9-1～9-8 
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原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合における指摘事項に対する回答 

 

No. 指摘事項 

0926-11 運転手順の確認項目にサイフォンブレーカーが閉塞していないことを追加すること。 

 

１．回答 

使用済燃料ピット N.W.L 水位においてサイフォンブレーカーは水中にあり配管が露出していないた

め、直接的に冷却水の流れを確認することは困難である。 

しかし、冷却水の循環流量が多い状況では、サイフォンブレーカー近傍の水が揺らいでいることから、

巡視点検(1 回／日)、および使用済燃料ピットポンプの定例補機切替(１回／３ヶ月）にて、水の揺らぎ

を目視することで、サイフォンブレーカーが閉塞していないことを確認する。 

また、サイフォンブレーカーの必要性、閉塞による影響、巡視点検時の着眼点等についての教育も実

施している。 

以下に確認方法および手順の概要を示す。 

 

（１）巡視点検による確認(１回／日) 

毎日１回実施している巡視点検において、サイフォンブレーカーの外観目視により、配管の変形の

有無、およびサイフォンブレーカー近傍の水の揺らぎを確認する。 

サイフォンブレーカー近傍の水の揺らぎは、冷却水循環流量が少ない系統について確認し難いこと

から、定例補機切替時にも水の揺らぎを確認する。 

 

（２）使用済燃料ピットポンプの定例補機切替による確認(１回／３ヶ月) 

 巡視点検時に確認し難い系統について、定例補機切替時に循環流量を増加させ、サイフォンブレー

カー近傍の水の揺らぎを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【使用済燃料ピット冷却系統概要】 

ｂ．使用済燃料ピットポンプ２台運転中の系統状態の例 

２台運転中の冷却流量 

 

Ａ：約 100m3/h  

Ｂ：約 900m3/h  

※：通水確認時、流量調整弁 

ａ．使用済燃料ピットポンプ１台運転中の系統状態の例 

１台運転中の冷却流量 

 

Ａ：約 100m3/h 

Ｂ：約 400m3/h 

※：通水確認時、流量調整弁 

サイフォンブレーカー 

サイフォンブレーカー 

Ａ－使用済燃料ピット Ｂ－使用済燃料ピット 

Ａ－使用済燃料ピットポンプ 

（運転） 

Ｂ－使用済燃料ピットポンプ 

（運転） 

Ａ Ｂ 

Ａ－使用済燃料ピット Ｂ－使用済燃料ピット 

Ａ－使用済燃料ピットポンプ 

（運転） 

Ｂ－使用済燃料ピットポンプ 

（停止） 

Ａ Ｂ 

※ ※ 

※ ※ 
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原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合における指摘事項に対する回答 

 

No. 指摘事項 

1001-02 運転操作と解析が連係した内容の手順書となっていることを今後確認する。 

 

１．回答 

重大事故等発生時の対応手順については、以下に示すとおり、解析評価担当部署と運

転手順検討部署間で相互確認を行い、検討・整備している。 

その検討結果について、重大事故等対策有効性評価における対応手順（｢解析｣と｢運転

要領｣との比較）を添付資料に示す。 

 

（１）解析評価と運転員操作手順の関連について 

解析評価と運転操作手順検討の関連を図１に示す。本図に示すとおり、解析評価およ

び運転手順等の検討にあたっては、解析評価担当と運転手順検討部署間で相互確認を行

った上で評価の実施、手順の整備を行っている。 

 

 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 解析評価と運転間で相互確認の概念図 

 

（２）運転手順の継続的な改善 

発電所において、新たに制定する運転手順については、解析評価を参考とした上で、

中央操作員及び現場操作員が連携したシミュレータ訓練等により、確認・検証しなが

ら作成している。また、今後継続して実施していくシミュレータ訓練等において、運

転手順に改善すべき事項が発生した場合には、運転手順改正案を検討し、その内容に

応じて運転手順の成立性確認を解析・評価担当部署に依頼する等、ＰＤＣＡサイクル

を活用し、より実効性のある手順に改善していく方針である。 

 

評価条件(操作対応時間等)の確認依頼 

評価結果の提示 

対応、運転手順の確認依頼 

評価条件の詳細、運転上の考慮事項の確認 

解析・評価担当部署 

評価条件の設定 

対応手順等に基づく解析の実施 

成立性の確認 

運転手順検討部署 

対応手順等の検討 

運転手順の作成 

運転操作の実証確認 

 

 

フィードバック 

フィードバック 

① 

② 
③ 

④

 

⑤
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 運転手順検討部署 解析・評価担当部署 

Plan 手順の改善を踏まえたシミュレータ訓

練、現場操作教育等の計画 

手順の改善を踏まえた解析、評価等の

計画 

Do 訓練、教育等の実施 解析、評価等の実施 

Check 運転操作に係る訓練、教育等の結果、および解析、評価等の結果により、手順

の成立性を確認 

Action 運転要領の改正・再検討 

 

（２）添付資料 

 有効性評価における対応手順(『解析』と『運転要領』との比較) 

① ＥＣＣＳ注水機能喪失(中ＬＯＣＡ(４インチ)＋高圧注入系機能喪失) 

② ２次系からの除熱機能喪失(主給水流量喪失＋補助給水機能喪失) 

③ 全交流動力電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失＋ＲＣＰシールＬＯＣＡ 

④ 大ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋格納容器スプレイ機能喪失 

⑤ ミッドループ運転中の全交流動力電源喪失＋余熱除去機能喪失 

 

２．関連する補足説明資料 

（１）１．運転要領＜例＞ 

ＥＣＣＳ注水機能喪失(中小ＬＯＣＡ＋高圧注入系機能喪失) P.1-1～1-3、1-5 

（２）２．運転要領＜例＞ 

２次系からの除熱機能喪失(主給水流量喪失＋補助給水機能喪失) P.2-1～2-3 

（３）３．運転要領＜例＞全交流動力電源喪失＋ＲＣＰシールＬＯＣＡ P.3-1～3-4 

（４）４．運転要領＜例＞全交流動力電源喪失＋大破断ＬＯＣＡ P.4-1～4-3、4-5 

（５）５．運転要領＜例＞ミッドループ運転中の全交流動力電源喪失 P.5-1～5-2 

（６）12．運転員及び災害対策要員が行う重大事故等対応のための教育・訓練について 

P.12-1～12-5 

 



（※１） 

≪１次冷却材喪失≫

事故直後の操作

および事象の判別

≪高圧注入系機能喪失≫

（※２）高圧注入系機能喪失、または、炉心出口温度350℃以上を確認し、1次系急速冷却を

実施する。

１次冷却材喪失

（※３）

格納容器再循環サンプ水位は、７０％以上

（※４）

燃料取替用水ピット水位１６．５％から３％までに再循環切替を実施。

■１６．５％から３％まで低下する時間は約３分、再循環切替に要する時間は約１．５分

低温配管再循環 ■

－
９
－

（約３１分）

事象の判別（※１）

ＥＣＣＳ作動信号発信の確認

タービントリップ・発電機トリップの確認

原子炉トリップの確認

緊急処置編
（第１部）

主蒸気逃がし弁による１次系急速冷却（※２）

（約１１分）

（約１１分）

（約１８秒）

（約７８秒）

【解析上の対応手順の概要フロー】

緊急処置編
（第１部）

確認事項

１－８．有効性評価における対応手順（『解析』と『運転要領』との比較） 【ＥＣＣＳ注水機能喪失（中ＬＯＣＡ（４インチ）＋高圧注入系機能喪失）】

緊急処置編
（第１部）

状況

【運転要領（案）】

（０分）

高圧注入系
回復操作

充てん系
注入操作

低圧再循環運転による
長期にわたる炉心冷却を継続する。

再循環切替操作（※４）

格納容器スプレイの動作確認

１次冷却材圧力０．６ＭＰａにて
蓄圧タンク出口弁を閉止

余熱除去ポンプによる低圧注入確認

蓄圧注入系の動作確認

燃料取替用水ピット水位
１６．５％以下（※３）

運転員は、燃料取替用水ピット水位が１６．５％となれば、操作画面の操作器「自動切
替」をタッチすることにより、原子炉補機冷却系のポンプおよび弁の動作、ならびに、安
全注入系のサクション切替（燃料取替用水ピットから格納容器再循環サンプ）が自動で
行われることを確認する。

上昇

低下

上昇

上昇

上昇

低下
（5%と加圧器圧力12.17MPaとの一致でECCS作
動の可能性あり）

加圧器水位

上昇（0.127MPaにてC/Vｽﾌﾟﾚｲ作動）

低下
(加圧器圧力11.48MPaでECCS作動の
可能性あり)
（高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟ締切圧力(約14.8MPa)未満で
高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟ出口流量確立）

１次冷却材圧力

格納容器内温度

格納容器内圧力

・１次冷却材喪失を判断
・高圧注入系機能喪失を判断

炉心出口温度

原子炉容器水位計

格納容器高レンジエリアモニタ指示値

格納容器再循環サンプ水位

確認事項 状況

高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟの運転状態 自動起動せず

高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟ出口流量 低下

（解析上の時刻） 

冷却材喪失（中破断（４インチ）） 

原子炉トリップ・タービントリップ・ 

発電機トリップの確認 

凡例 

：操作・確認 

：プラント状態  

電動およびタービン動補助給水ポンプの 

自動起動 

中央制御室での主蒸気逃がし弁による 

１次冷却系急速冷却・減圧 

余熱除去ポンプによる低圧注入開始 

蓄圧タンク出口弁閉止＊２ 

（１次系圧力0.6MPa[gage]） 

＊１：以下の機器の自動起動を確認する 

 ・高圧注入ポンプ（解析上、注入失敗） 

 ・低圧注入ポンプ 

 ・電動補助給水ポンプ 等 

低圧注入から低圧再循環運転に 

切替えることにより 

長期冷却を継続するとともに炉心冷却が 

継続的に行われていることを確認する。＊３、４ 

安全注入信号発生による機器の自動動作確認＊１ 

高圧注入不能を確認 

（中央制御室での機器作動状況、 

高圧注入量による確認） 

蓄圧注入系動作 

10分後の操作開始 

および 

1分間の操作時間を仮定 

 

＊２：余熱除去ポンプによる低圧注入が開始されRCS圧力が 

   安定すれば蓄圧タンク出口弁を閉じる。 

 

＊３：運転要領では燃料取替用水ピット水位16.5％となれば切替える。 

 

＊４：格納容器スプレイ信号が発信すれば、格納容器スプレイポンプ  

   が起動し、格納容器の健全性は確保される。 

｢原子炉圧力異常低｣ 

非常用炉心冷却設備作動信号発信 

添付資料－① 



（※１） 

≪主給水流量喪失≫

事故直後の操作

および事象の判別

※蒸気発生器水位低下の原因を調査し、主給水ﾎﾟﾝﾌﾟ故障、主給水流量低下を確認

≪補助給水機能喪失≫

※主給水流量喪失により蒸気発生器水位が低下し、補助給水ﾎﾟﾝﾌﾟ自動起動するが、

自動起動せず

ＳＧ除熱機能の維持 No

No

No

Yes

（※２）

燃料取替用水ピット水位１６．５％から３％と

なるまでに再循環切替を実施する。

１６．５％から３％まで低下する時間は約３分

再循環切替に要する時間は、約１．５分

再循環切替操作は、１つの操作器により、原子炉

補機冷却系のポンプおよび弁の動作、ならびに、

ポンプおよび弁の動作、ならびに、安全注入系

のサクション切替（燃料取替用水ピットから格納容器

再循環サンプ）を自動で行う。

（※３）

１次冷却材温度、圧力が170℃以下、2.75MPa以下

となれば、余熱除去系による１次系冷却へ

移行する。 

YES

NO

YES

Ｙｅｓ

１次冷却材喪失

－
1
0
－

蒸気発生器水位

（０分）

（解析上の時刻）

（約２４分）

（約２９分）

原子炉トリップの確認

タービントリップ・発電機トリップの確認

事象の判別（※１）

２次系からの除熱機能喪失と判断

格納容器内圧力を継続監視（※２）

確認事項

補助給水流量

電動補助給水ﾎﾟﾝﾌﾟの運転状態

≪適用条件≫
・全蒸気発生器狭域水位

「≦下端水位」
かつ
・補助給水ﾗｲﾝ流量

「＜80m3/h」

フィードアンドブリード運転停止

２次系による１次系の冷却

余熱除去系による１次系の
長期にわたる冷却を継続

補助給水系による給水回復

主給水系による給水回復

燃料取替用水ピット水位を継続監視し、水位
１６．５％となれば、再循環切替を実施（※２）

１基以上の蒸気発生器狭域水位
≧下端水位

余熱除去系使用可能か（※３）

格納容器圧力が０．１２７MPa以上となれば、格納
容器スプレイ作動を確認

確立せず（＜８０ｍ３／ｈ）

ＳＧ直接給水用高圧
ポンプによる

蒸気発生器への給水

ＥＣＣＳ作動信号手動発信

高圧注入系の動作確認

加圧器逃がし弁全弁「開」により
フィードアンドブリード運転開始

自動起動せず

自動起動せず

確認事項

１－２．有効性評価における対応手順（『解析』と『運転要領』との比較） 【２次系からの除熱機能喪失（主給水流量喪失＋補助給水機能喪失）】

緊急処置編
（第１部）

【解析上の対応手順の概要フロー】 【運転要領（案）】

緊急処置編
（第１部）

緊急処置編
（第２部）

安全機能ベース

状況

重大事故等
発生時および
大規模損壊

発生時対応要領

ＳＧ直接給水用
高圧ポンプの

使用準備

低下

（13%で原子炉トリップ）

（13%で電動補助給水ポンプ自動起動）

（2基の蒸気発生器水位13%で
タービン動補助給水ポンプ自動起動）

ﾀｰﾋﾞﾝ動補助給水ﾎﾟﾝﾌﾟの運転状態

状況

５分を 

仮定 

蒸気発生器への補助給水なしを確認 

（中央制御室での機器作動状況、補助給水流量による確認） 

主給水流量喪失 

全ての蒸気発生器の広域水位が０％到達 

非常用炉心冷却設備作動信号の手動発信に 

よる高圧注入と加圧器逃がし弁手動開放に 

よるフィードアンドブリード運転 

格納容器圧力を継続監視 

加圧器逃がし弁閉止により 

フィードアンドブリード運転停止 

余熱除去ポンプ運転による長期冷却 

燃料取替用水ピット水位が16.5%となれば 

再循環切替を実施する 

余熱除去系が使用可能か 

原子炉トリップ・タービントリップ・ 

発電機トリップの確認 

10分 

蒸気発生

器水位を

連続監視 

全ての蒸気発生器広域水位１０％未満 

凡例 

：プラント状態 

：判断 

：操作・確認 

添付資料－② 



（※１） ≪全交流動力電源喪失≫

≪RCPｼｰﾙLOCA≫

（※２）1次冷却材漏えい規模の判断（小規模漏えいの判断）

1次冷却材圧力

格納容器圧力 上昇

小規模漏えい 格納容器再循環ｻﾝﾌﾟ水位 上昇

格納容器高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ指示値 上昇

（※３）

補助給水流量「≧80m3/h」

－
1
1
－

32

(30分)

(0分)

（解析上の時刻）

1 4

E

ｱﾆｭﾗｽ空
気浄化ﾌｧ
ﾝ起動

FA

・全交流動力電源喪失を判断
・RCPｼｰﾙLOCAを判断

代替格納容
器スプレイ

ポンプ
炉心注入ラ
インアップ

主蒸気逃がし弁による
1次系冷却・減圧

B

アニュラス
空気浄化
ファンダン

パ作動用窒
素供給

代替非常用発電機による
電源回復操作

1次冷却材漏えいの
規模の判断（※２）

代替非常用
発電機の準

備

緊急処置編
（第２部）

事象ベース

１－２．有効性評価における対応手順（『解析』と『運転要領』との比較） 【全交流動力電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失＋ＲＣＰシールＬＯＣＡ】

確認事項

格納容器再循環サンプ水位

【解析上の対応手順の概要フロー】

緊急処置編
（第１部）

事故直後の操作および
事象の判別

格納容器高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ指示値

非常用母線電圧

原子炉トリップの確認

タービントリップ・発電機
トリップの確認

事象の判別（※１）

ディーゼル発電機の運転状態

ディーゼル発電機しゃ断器投入状態

【運転要領（案）】

状況

全交流電源喪失

補助給水流量確立
（※３）

確認事項 状況

０Ｖ

自動起動せず

自動投入せず

状況

上昇

上昇

上昇

1次冷却材圧力 低下

加圧器水位 低下

格納容器内圧力

低下

蓄圧注入系
不作動（1次冷却材圧力が蓄圧
ﾀﾝｸ圧力以上）

早期の電源回復が不能と判断

可搬型大型
送水ポンプ車
による使用済
燃料ﾋﾟｯﾄへの
海水供給準

備

重大事故等
発生時
および

大規模損壊
発生時

対応要領

確認事項

可搬型大型
送水ポンプ車
による原子炉
補機冷却海
水系への供
給準備（高圧
注入ﾎﾟﾝﾌﾟお
よび格納容
器再循環ﾕ

ﾆｯﾄ）

可搬型大型
送水ポンプ車
による補助給
水ﾋﾟｯﾄへの海
水給水準備

D

全交流動力電源喪失 

（同時に原子炉補機冷却機能喪失も想定） 

凡例 

：プラント状態 

：判断 

：操作・確認 

可搬型大型送水

ポンプ車による

補助給水ピット

への給水及び自

然対流冷却の 

準備 

可搬型大型送水

ポンプ車による

補助給水ピットへ

の給水及び自然

対流冷却の準備 

完了 

原子炉ﾄﾘｯﾌﾟ、ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ 

･発電機ﾄﾘｯﾌﾟの確認 

ﾀｰﾋﾞﾝ動補助給水ﾎﾟﾝﾌﾟの起動・ 

補助給水流量確立の確認 

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機又は、外部電

源による電源回復操作を実施 

早期の電源回復が不能と判断 

補助給水系による蒸気発生器保

有水確保および水位調整 

主蒸気逃がし弁による 

１次系強制冷却・減圧 

代替非常用 

発電機 

の準備 

代替非常用 

発電機による 

電源回復操作 

代替格納容器

ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟの 

準備 

代替格納容器

ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟの

準備完了 

添付資料－③ 



１－２．有効性評価における対応手順（『解析』と『運転要領』との比較） 【全交流動力電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失＋ＲＣＰシールＬＯＣＡ】

【解析上の対応手順の概要フロー】 【運転要領（案）】

添付資料－③ 

（※５）準備完了次第実施

－
1
2
－

(約2.2時間)

3

※２：実際の操作では、準備が完了し、炉心に注入が
 可能となれば、その段階で実施する。

41

(約80分)

(約70分)

(約52分)

(約38分)

2

蓄圧注入系作動を確認

A B D E F

重大事故等
発生時および
大規模損壊

発生時対応要領

緊急処置編
（第２部）

事象ベース

主蒸気逃がし弁による１次系
強制冷却・減圧再開

代替格納容器スプレイポンプ
による炉心注入

可搬型大型
送水ﾎﾟﾝﾌﾟ
車による補
助給水ﾋﾟｯﾄ
への海水供

給

可搬型大型
送水ﾎﾟﾝﾌﾟ
車による使
用済燃料

ﾋﾟｯﾄへの海
水供給

主蒸気逃がし弁開度調整によ
り、１次系圧力・温度を約
1.7MPa・約208℃に保持

主蒸気逃がし弁開度調整によ
り、１次系圧力・温度を約
0.7MPa・約170℃に保持

蓄圧タンク出口弁閉止

燃料取替用水ﾋﾟｯﾄ水位が3%と
なれば、代替格納容器ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟ

ﾝﾌﾟ停止

全交流電源喪失

高圧再循環および格納容器自然対流冷却により、
長期にわたる炉心冷却を継続

格納容器再循環ﾕﾆｯﾄによる格
納容器自然対流冷却開始

（※５）

高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟによる高圧再循
環運転を実施

燃料取替用水ﾋﾟｯﾄ水位16.5%以
下、および格納容器再循環ｻﾝ

ﾌﾟ水位70%以上を確認

1次系圧力約1.7MPa[gage] 

（温度約208℃）到達 

主蒸気逃がし弁開度調整による 

１次系圧力約1.7MPa[gage] 

（温度約208℃）状態保持 

主蒸気逃がし弁による 

１次系強制冷却・減圧 

代替格納容器ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟによる 

炉心注水※２ 

○炉心冷却が継続的に行われていることを確認 

○その後の長期冷却は、高圧再循環による炉心注水及び格納容器内自然対流 

  冷却に移行 

 （高圧再循環） 

  ・格納容器再循環ｻﾝﾌﾟ水位の確認 

  ・高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟ水源切替（高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟ入口弁切替 

   ：燃料取替用水ﾋﾟｯﾄ→格納容器再循環ｻﾝﾌﾟ） 

  ・可搬型大型送水ﾎﾟﾝﾌﾟ車から高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟへ冷却水供給 

  ・高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟ運転 

 （格納容器内自然対流冷却） 

  ・可搬型大型送水ﾎﾟﾝﾌﾟ車から格納容器再循環ﾕﾆｯﾄへ冷却水通水 

○中央制御室居住性確保のために中央制御室給気ﾌｧﾝ、中央制御室循環ﾌｧﾝ 

  及び中央制御室非常用循環ﾌｧﾝを起動 

蓄圧タンク出口弁閉止 

１次系圧力約0.7MPa[gage] 

（温度約170℃）到達 

10分を仮定 

蓄圧注入系動作 



（※１）

≪全交流動力電源喪失≫

事故直後の操作 非常用母線電圧 0V

および事象の判別 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機自動起動 自動起動せず

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機しゃ断器投入状態 投入せず

10分

（※２）1次冷却材漏えい規模の判断（小規模漏えいの判断）

1次冷却材圧力

全交流電源喪失

格納容器圧力 急上昇

大規模漏えい 格納容器再循環ｻﾝﾌﾟ水位 上昇

格納容器高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ指示値 上昇

（※４）
以下に示す①および②の条件に達すれ
ば、炉心損傷の進展と判断し、緊急処置編
（第３部）に移行する。
＜適用条件＞

①炉心出口温度：350℃
②C/V高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ：

1×105mSv/h

確認事項

１次冷却材漏えい規模の判断
（※２）

代替非常用
発電機の準

備

補助給水流量確立
（※３）

Ａ

炉心の状態確認
（※４）

代替格納容
器スプレイ
ラインアップ

1-６．有効性評価における対応手順（『解析』と『運転要領』との比較） 【（大ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋格納容器スプレイ機能喪失）】

【解析上の対応手順の概要フロー】 【運転要領（案）】

可搬型大型
送水ポンプ
車による使
用済燃料
ピットへの
補給準備

2 3 4

確認事項

C D

－
1
3
－

蓄圧注入系
作動（1次冷却材圧力が蓄圧ﾀﾝ
ｸ圧力未満であり、かつ連続的
に低下中）

緊急処置編
(第１部）

緊急処置編
（第２部）

事象ベース 早期の電源回復が不能と判断

原子炉トリップの確認

事象の判別（※１）

全交流電源喪失判断

タービン・発電機トリップ
の確認

（※３）

補助給水流量「≧80m3/h」

格納容器自
然対流冷却

の準備

アニュラス
空気浄化
ファンダン

パ作動用窒
素供給

E

状況

状況

可搬型大型
送水ポンプ
車による燃
料取替用水
ピットへの
補給準備

G

急低下

F1 5 6 Ｂ

代替格納容

器ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝ

ﾌﾟの準備 

（解析上の時刻） 

（０分） 

可搬型大型

送水ﾎﾟﾝﾌﾟ

車の準備 

（使用済燃

料ﾋﾟｯﾄの給

水確保） 
 ＊４ 

可搬型大型

送水ポンプ

車による自

然対流冷却

の準備 

アニュラス 

空気浄化

ファン 

起動準備 

（約１９分） 

３０分 

を仮定 

＊３：準備が完了し格納容器内に注水が可能となれば、 

   その段階で実施する。また、注水流量は１４０ｍ3/h 

   とする。 

原子炉ﾄﾘｯﾌﾟ 

ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ･発電機ﾄﾘｯﾌﾟの確認 

凡例 

：操作・確認 

：プラント状態（解析） 

電源回復後の操作へ 

可搬型大型

送水ポンプ

車による燃

料取替用水

ピットへの

給水準備 
＊４ 

＊１：非常用直流電源は使用可能 

炉心溶融確認 

（炉心出口温度：350℃及び 

CV内高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ：１×105ｍSv/hr） 

代替非常

用発電機

の準備 

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機または外部電源 

による電源回復操作を実施 

炉心溶融 

：判断 

大破断LOCA＋全交流動力電源喪失＊１ 

（ECCS注水機能喪失、格納容器ｽﾌﾟﾚｲ 

機能喪失が重畳） 

タービン動補助給水ポンプの起動 

補助給水流量確立の確認 

早期の電源回復が不能 
N 

Y 

＊２：１次冷却材圧力が急低下、蓄圧注入系が作動（１次 

   冷却材圧力が蓄圧タンク圧力未満であり、かつ、 

   連続的に低下中）、格納容器内圧が急上昇、格納容器 

   再循環サンプ水位上昇、格納容器高レンジエリアモニタ 

   指示値上昇 

代替格納容

器ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝ

ﾌﾟの準備完

了 

1次冷却材漏えいの規模の判断*２ 小規模時の対応へ 
小 

大 

＊４：燃料取替用水ピットへ給水する可搬型大型送水 

   ポンプ車と使用済燃料ピットへ給水する可搬型 

   大型送水ポンプ車は兼用である。 

添付資料－④ 



1-６．有効性評価における対応手順（『解析』と『運転要領』との比較） 【（大ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋格納容器スプレイ機能喪失）】

【解析上の対応手順の概要フロー】 【運転要領（案）】

添付資料－④ 

アニュラス
空気浄化
ファン起動

代替非常用発電機による
電源回復操作

緊急処置編
（第３部）

主要操作

炉心損傷の進展の判断

Ａ G2 3 5 FC

－
1
4
－

・1次冷却材ﾎﾟﾝﾌﾟ封水、
CCW隔離

・蓄圧ﾀﾝｸ隔離

燃料取替用水ピットへ
海水の補給

D E

代替格納容器スプレイポンプに
よる格納容器スプレイ注水

重大事故等
発生時
および

大規模損壊
発生時

対応要領

可搬型大型
送水ポンプ
車による
使用済燃料
ピットへの
補給

（※５）
事象発生から24時間後（最大注

水総量は約3248m3）を目安に
代替格納容器ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟを停
止する。
なお、格納容器自然対流冷却
に用いるﾀﾞｸﾄ開放機構の下端
（T.P.21.9m ： 注入総量は約

7200m3）を制限とする。

（※６）
格納容器自然対流冷却により、
格納容器圧力が低下しているこ
とを確認する。

61

代替格納容器スプレイポンプ
による格納容器スプレイ

停止
（※５）（※６）

4

可搬型大型送水ポンプ車によ
るC/V再循環ユニットへの冷却
水通水による格納容器自然対
流冷却開始

Ｂ

可搬型大型
送水ポンプ
車による

格納容器自
然対流冷却

準備

代替非常用
発電機への
給油ﾎｰｽ接

続

可搬型大型

送水ポンプ

車による自

然対流冷却

の準備完了 

格納容器圧力が低下傾向であることを確認   

アニュラス 

空気浄化ファン 

を起動 

（約４９分） 

（２４時間） 

可搬型大型送水ポンプ車からC／V再循環ユニット

への冷却水通水による格納容器自然対流冷却開始
＊５ 

格納容器スプレイ停止 ＊５：準備が完了すれば、その段階で実施する。 

 

可搬型大型送

水ポンプ車に

よる燃料取替

用水ピットへ

の給水準備完

了 
原子炉容器破損 （約１.５時間） 

代替格納容器スプレイポンプによる 

格納容器スプレイ開始＊３ 

可搬型大型送水ポンプ車による          

燃料取替用水ピットへの給水 

以降、格納容器の長期冷却は、 

可搬型大型送水ポンプ車による自然対流冷却により

達成 

代替非常用 

発電機による 

電源回復確認 

３０分 

を仮定 



（※１） 

≪余熱除去機能喪失≫

≪全交流動力電源喪失≫

1 2

２－２．有効性評価における対応手順（『解析』と『運転要領』との比較） 【ミッドループ運転中の全交流動力電源喪失＋余熱除去機能喪失】

状況

停止

低下

非常用母線電圧

1次冷却材温度

余熱除去系統異常

確認事項

確認事項

余熱除去ポンプの運転状態

余熱除去ライン流量

事象の判別（※１）

・全交流動力電源喪失と判断
・余熱除去系機能喪失と判断

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機しゃ断器投入状態

重大事故等
発生時および
大規模損壊

発生時対応要領

代替格納
容器スプ
レイポンプ
起動準備

代替格納容器スプレイポンプ
による炉心注入開始

代替非常用発電機による
電源回復操作

B

代替非常
用発電機
の準備

格納容器
自然対流
冷却の準

備

A

CV隔離弁の
閉止

(中央制御室
操作）

CVエア
ロック閉止

確認

CV隔離弁
の閉止
（現場操

作）

C

可搬型大
型送水ポ
ンプ車によ
る使用済
燃料ピット
への給水

準備

－
1
5
－

緊急処置編

可搬型大
型送水ポ
ンプ車によ
る格納容
器自然対
流冷却お
よび高圧
注入ﾎﾟﾝﾌﾟ
冷却水供
給の準備

【解析上の対応手順の概要フロー】

状況

ﾐｯﾄﾞﾙｰﾌﾟ運転中の
全交流動力電源喪失＋余熱除去

機能喪失

早期の電源復旧が不能
と判断

自動起動せず

投入せず

上昇

０V

（約50分） 

※１：非常用直流電源は使用可能 

（解析上の時刻） 

代替非常用 

発電機による 

電源回復を確認 

代替格納容器 

ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟ 

準備 

可搬型大型 

送水ﾎﾟﾝﾌﾟ車による 

自然対流冷却の準備 

可搬型大型 

送水ﾎﾟﾝﾌﾟの 

準備 

（使用済燃料ﾋﾟｯﾄ

の給水確保等） 代替格納容器 

ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟ 

準備完了 

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 

または外部電源による 

電源回復操作を実施 

凡例 

：プラント状態 

  （解析） 

：操作・確認 

早期の電源回復が不能 

代替格納容器 

ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟによる 

炉心注入を開始 

格納容器 

隔離弁閉止 

電源回復後の操作へ 

代替非常用 

発電機の準備 

（0分） 

Ｃ／Ｖから 

退避指示 

Ｃ／Ｖｴｱﾛｯｸ等の閉

止 

可搬型大型送水ﾎﾟﾝﾌﾟ

車による自然対流冷

却の準備が完了 

ﾐｯﾄﾞﾙｰﾌﾟ運転中に全交流電源喪失※１ 

（同時に補機冷却機能が喪失し、崩壊

熱除去機能喪失） 

対策要員 

を召集 

N 

Y 

添付資料－⑤ 



２－２．有効性評価における対応手順（『解析』と『運転要領』との比較） 【ミッドループ運転中の全交流動力電源喪失＋余熱除去機能喪失】

【解析上の対応手順の概要フロー】
 

添付資料－⑤ 

（※２）
準備完了次第実施

1 2

高圧注入ポンプによる
高圧再循環運転

代替格納容器スプレイポンプ
停止

余熱除去系統異常

可搬型大型送水ポンプ車より
格納容器再循環ユニットへの

冷却水通水による
格納容器自然対流冷却により、

長期冷却を実施
（※２）

重大事故等
発生時および
大規模損壊

発生時対応要領

可搬型大
型送水ポ
ンプ車によ
る使用済
燃料ピット
への給水

準備

C

－
16－

燃料取替用水ピット水位16.5%以
下、および格納容器再循環ｻﾝﾌﾟ
水位70%以上を確認

A B
緊急処置編

○炉心冷却が継続的に行われていることを確認 

○その後の長期冷却は、高圧再循環による炉心注水及び格納容器 

 自然対流冷却に移行 

  （高圧再循環） 

    ・再循環ｻﾝﾌﾟ水位の確認 

    ・高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟ水源切替(高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟ入口弁切替  

     燃料取替用水ﾋﾟｯﾄ→再循環ｻﾝﾌﾟ） 

    ・可搬型大型送水ﾎﾟﾝﾌﾟ車から高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟへ冷却水供給 

    ・高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟ運転 

  （格納容器自然対流冷却） 

    ・可搬型大型送水ﾎﾟﾝﾌﾟ車からＣ／Ｖ再循環ﾕﾆｯﾄへ冷却水通水 



－17－ 

原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合における指摘事項に対する回答 

 

No. 指摘事項 

1001-03 水源について淡水と海水の選択をどのように手順に反映しているか確認する。 

 

１．回答 
 全交流動力電源喪失時の燃料取替用水ピット、補助給水ピットへの補給源は、海水お
よび淡水があるが、その優先順位については、以下のとおり手順に定めている。 
 なお、使用済燃料ピットについては、燃料取替用水ピットあるいは補助給水ピットと
同じ１台の可搬型大型送水ポンプ車より補給されることから、補給源の優先順位は、燃
料取替用水ピットあるいは補助給水ピットと同様である。 

 
（１）燃料取替用水ピットへの補給源 

 燃料取替用水ピットへ補給する事故シナリオは、以下のとおりである。 
 全交流動力電源喪失＋大破断ＬＯＣＡ 
 全交流動力電源喪失＋補助給水機能喪失 
 全交流動力電源喪失を特定した後、１次冷却材の漏えい規模を確認し、｢大規模な漏
えい｣と判断した場合、あるいは、｢大規模な漏えいではないが、補助給水機能が喪失｣
と判断した場合、早期に炉心損傷に至ることとなるため、運転員および作業員の被ば
く低減、作業時間削減の観点から、淡水使用の可否を判断するための状況確認等を実
施せずに、海水を補給源とする。ただし、がれき撤去等に時間を要する場合は、T.P.31m
に設置している代替屋外給水タンクから補給する。 

運転要領 
重大事故等発生時および 
大規模損壊発生時対応要領 

－ ①海水 
※がれき撤去等に時間を要する場合は、
代替屋外給水タンクから補給する。 

 
（２）補助給水ピットへの補給源 

補助給水ピットへ補給する事故シナリオは、以下のとおりである。 
 全交流動力電源喪失＋１次冷却材小規模な漏えい＋補助給水機能正常 
 全交流動力電源喪失を特定した後、１次冷却材の漏えい規模を確認し、｢大規模な漏
えいではなく、かつ補助給水機能が正常｣と判断した場合は、炉心損傷防止が可能であ
り、補給開始までに時間的余裕もあることから、淡水の使用を最優先する。 

運転要領 
重大事故等発生時および 
大規模損壊発生時対応要領 

①２次系純水タンク 
※タービン動補助給水ポンプの水源と

して、２次系純水タンクを使用 

①原水槽 
①-1 ろ過水タンク 

 ①-2 ２次系純水タンク 
※タービン動補助給水ポンプの水
源として使用していない場合 

②海水 
※がれき撤去等に時間を要する場合は、
代替屋外給水タンクから補給する。 

注）原水槽を補給源とする場合は、火災が発生していないことが条件となる。 
 
２．関連する補足説明資料 
（１）３．運転要領＜例＞全交流動力電源喪失＋ＲＣＰシールＬＯＣＡ P.3-3 
（２）４．運転要領＜例＞全交流動力電源喪失＋大破断ＬＯＣＡ P.4-2、4-3、4-5 
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原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合における指摘事項に対する回答 

 

No. 指摘事項 

1001-04 SBO 時の対応で、その後の電源復旧を期待するかどうか、予め手順に方針を定

めておく必要がある。 

 

１．回答 

全交流動力電源喪失時の対応操作中にディーゼル発電機または外部電源が復旧した場

合のプラント復旧に係る方針を以下に示す。なお、本方針は、運転要領緊急処置編に定

めている。 

（１）ディーゼル発電機および外部電源による非常用高圧母線の復旧 

事象判別により全交流動力電源喪失を特定した後、速やかに中央制御室からの操作

にてディーゼル発電機の起動、および外部電源からの給電を試みるが、それが不可能

な場合は、早期の電源回復不能と判断し、代替非常用発電機からの給電を実施するこ

ととなる。 

この時点から重大事故等対処設備を用いた対応操作となることから、設計基準事故

対処設備であるディーゼル発電機または外部電源からの給電操作が重大事故等対処設

備へ負の影響を与えないよう、プラントを安定状態へと導くことを最優先する。 

 その後、プラント安定状態を維持しながら、発電所対策本部と連系し、ディーゼル

発電機または外部電源による非常用高圧母線の復旧操作を行う。 

（２）ディーゼル発電機または外部電源による非常用高圧母線復旧後のプラント復旧操作 

 ディーゼル発電機または外部電源による非常用高圧母線復旧後のプラント復旧操作

は、事故の起因（地震、津波等）、または事故発生前のプラント状態（プラント出力運

転中、定期検査中等）によっても、復旧操作開始時点で使用可能な系統、機器等が異

なると考えられる。 

したがって、当直および発電所対策本部は、その時点で使用可能な系統、機器等を

確認した後、それらを使用した場合の有効な復旧手段等について、当直と発電所対策

本部が連係し、検討・実施していく。 

 

２．関連する補足説明資料 

（１）３．運転要領＜例＞全交流動力電源喪失＋ＲＣＰシールＬＯＣＡ P.3-4 

（２）５．運転要領＜例＞ミッドループ運転中の全交流動力電源喪失 P.5-2 

 


